
法人・事務所等異動届　記載要領
31るれさ知通りよ庁税国 、はに欄 」号番人法「 、おな 。すまいてっなに用控は目枚２ 、に用出提は目枚１ 、は書届のこ　

桁の法人番号を記載してください。
　この届書は、 本店所在地の移転、 名称の変更、 代表者の変更、 事業年度の変更、 資本金の額等の変更、 法人区分の変更
等、 法人・事務所等の内容に異動があった場合に、 速やかに大阪市長に提出してください。
　※印欄は、 記載しないでください。

人個 、を地在所の等所務事るた主は又店本るいてれさ載記に等書明証項事記登はてっあに人法 、はに欄 」地在所店本「  　
にあっては住所を記載してください。

かほの名人法 、はに合場るあで者託受の託信税課人法が人法出提 。いさだくてし載記を称名の人法 、はに欄 」名人法「  　 、
。いさだくてし載記に欄 」考備「 を称名の託信税課人法

　  「個人事業の場合の事業主氏名」 欄には、 個人事業に係る事業主の氏名を記載してください。
　  「代表者」 の各欄には、 法人を代表する者の住所及び氏名を記載してください。
　 」前動異「 を容内の後動異び及前動異の項事該当 、し付を印○に号番るす当該 、じ応に分区のれぞれそ 、はに欄 」項事動異「 

記登び及日月年たじ生の動異に欄 」 ）日月年記登（ 日月年動異「 、たま 。いさだくてし載記れぞれそに欄 」後動異「 び及欄
事項証明書の変更登記に係る年月日を記載してください。

。いさだくてし載記に的体具を項事動異に内 〕　　〔    、はに合場たし付を印○に 」他のそ　６「  　⑴
⑵　法人区分の変更があった場合には、 次のとおり記載し、 登記事項証明書及び定款の写しを添付してください。

名の等所務事う行を業事益収 、度年業事 、類種の業事益収 、は合場るす載記と 」有業事益収「 に欄 」後動異「 、おな　　
　称及びその所在地を併記してください。
　  （記載例） 収益事業有 ： 日13月３ ）至（ 日１月４ ）自（ ： 度年業事  　）業売販品物（ 売販の籍書

）□□区△△市阪大（ ○○○ ： 名所務事　　　　　　
　ア　公益認定を受けて公益社団法人又は公益財団法人となった場合
　　　  くてし載記を無有の業事益収び及称名新に欄 」後動異「 、を称名旧に欄 」前動異「 、し付を印○に 」更変称名　２「
　　ださい。
　イ　一般社団法人又は一般財団法人となった場合
　　　  型利営非の上法税人法 、し載記を称名新に欄 」後動異「 、を称名旧に欄 」前動異「 、し付を印○に 」更変称名　２「

非 。いさだくてし載記を無有の業事益収でえうたし載記と 」人法型利営非「 に欄 」後動異「 、は合場るす当該に人法　　
　　 。いさだくてし載記と 」人法通普「 は合場いなし当該に人法型利営
　ウ　法人税法上の普通法人に該当していた一般社団法人又は一般財団法人が、 法人税法上の非営利型法人に該当するこ
　　ととなった場合

 」後動異「 、と 」人法通普「 に欄 」前動異「 、えうの載記と」分区人法「 に内〕　　〔   、し付を印○に 」他のそ　６「　  　　
　　 。いさだくてし載記を無有の業事益収でえうたし載記と 」人法型利営非「 に欄
　エ　法人税法上の非営利型法人に該当していた一般社団法人又は一般財団法人が、 法人税法上の普通法人に該当するこ
　　ととなった場合
　　　  異「 、と」人法型利営非「 に欄 」前動異「 、えうの載記と 」分区人法「 に内 〕　　〔  、し付を印○に 」他のそ　６「
　　 。いさだくてし載記と 」人法通普「 に欄 」後動

でえうたし付を印○に 」他のそ　６「 、はに合場たし止廃は又始開を業事益収るす定規に４の条７第令行施法税方地　⑶
　次のとおり記載し、税務署に提出した収益事業の開始又は廃止の届出の写しを添付してください。
　ア　収益事業を開始した場合

所務事う行を業事益収 、度年業事 、類種の業事益収に欄 」後動異「 、えうの載記と 」始開業事益収「 に内 〕　　〔 　　　
　　等の名称及びその所在地を記載してください。
　イ　収益事業を廃止した場合

くてし載記を度年業事む含を日たし止廃を業事益収に欄 」後動異「 、えうの載記と 」止廃業事益収「 に内 〕　　〔 　　　
　　ださい。

載記と 」転移地在所の等所務事「 に内 〕　　〔 、し付を印○に 」他のそ　６「 、はに合場たし転移を地在所の等所務事　⑷
務事　８「 、し載記を地在所の等所務事の後転移に欄 」後動異「 、を地在所の等所務事の前転移に欄 」前動異「 、えうの　

　所等所在地移転の場合における大阪市内の移転前事務所等」 欄に、 移転前の事務所等を引き続き事務所等として使用す
てしと等所務事を等所務事の前転移 、に 」止廃「 は合場るす止廃を等所務事の前転移い伴に転移 、に 」続継「 は合場る　

　 。いさだくてし付を印○に 」残みの記登「 は合場す残みの記登 、がいなし用使

⑹　 。いさだくてし載記を容内のそに欄各の」者有所の屋家用所業事　９「 、はに合場たっあが更変に者有所の屋家用所業事
⑺　 。いさだくてし載記を容内のそに欄各の 」積面床所業事　01「 、はに合場たっあが動異に積面床所業事
　  「備考」 欄には、 参考となる事項を記載してください。
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⑸　通算承認申請の承認があり通算法人となった場合、完全支配関係を有することとなり通算子法人となった場合又は
通算法人でなくなった場合には、「７　通算グループへの加入・離脱におけるみなし事業年度」の欄に変更となる事業
年度を記載してください。なお、通算承認申請の承認があり通算法人となった場合は、通算グループ内の法人で本市に
関係するものが複数ある場合は、通算グループを一括して代表の法人のみが、①法人税法第64条の９第２項の規定によ
る申請書の写し、②グループ一覧、③出資関係図を添付してください。完全支配関係を有することとなり通算子法人と
なった場合は、①法人税法施行令第131条の12第３項の規定による申請書の写し、②グループ一覧、③出資関係図を、通
算法人でなくなった場合は、法人税法施行令第131条の14第４項の規定による申請書の写しを添付してください。
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